
平成２１年１０月

平成 22 年度防災対策の重点に基づく 
災害・地震対策関係予算概算要求 

【主要事項】    
 

 
 平成 22 年度防災対策の重点（21.7.17 中央防災会議決定） 

１ 国民の生命・財産を守る耐震化の着実

な促進 

２ 国民運動の強力かつ戦略的な展開に

よる国民及び地域の防災力強化 

３ 災害のフェーズに対応した的確・迅速

な情報提供等による災害被害の軽減 

４ 災害に強い防災基盤の整備 

５ 近い将来発生する可能性のある大規模災

害に対する備え 

６ 災害時に敏速に対処するための応急対応

力の強化 

７ 被災地の状況に応じた復旧・復興支援 

８ 国際防災協力の推進 

 

１ 国民の生命・財産を守る耐震化の着実な促進 

○ 住宅・建築物の耐震化の推進 （内閣府） 

平成２２年度概算要求額 ２０百万円   

（平成２１年度当初予算額 ２０百万円） 

家具固定の普及促進のため、普及が進まない問題について、器具生産団体、評価・研

究機関、家具・家電業界、住宅・不動産業界等が各々取り組むべき課題を整理し、その

対応方策を検討する。 

 

○ 地震防災機能を発揮するために必要な合同庁舎の整備 （財務省・国土交通

省） 

平成２２年度概算要求額  ４，５５０百万円   

（平成２１年度当初予算額 １９，２５９百万円） 

国の庁舎は地域の地震防災活動の拠点としての役割を担っているが、その耐震化の状

況が十分とは言えないことを踏まえ、地震防災機能を発揮するために必要な合同庁舎の

整備を促進する。 

 

○ 公立学校施設の地震防災対策の推進 （文部科学省） 

平成２２年度概算要求額 １２１，１７７百万円の内数   

（平成２１年度当初予算額 １１４，９７１百万円の内数） 

※内閣府（沖縄）要求分を含む。 

子どもたちの安全を確保し、安心して学べる環境を整備するため、公立学校施設等の

耐震化の推進等を図る。 
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○ 災害拠点病院等の耐震化の推進 （厚生労働省） 

    平成２２年度概算要求額  

医療施設耐震整備事業、 

地震防災対策医療施設耐震整備事業、 

災害拠点病院等の耐震化等の整備 ８，８７４百万円の内数  

医療施設耐震化促進事業     ６３百万円  

災害拠点病院支援事業    ４８７百万円  

  （平成２１年度当初予算額 

医療施設耐震整備事業、 

地震防災対策医療施設耐震整備事業、 

災害拠点病院等の耐震化等の整備  ９，８６０百万円の内数  

医療施設耐震化促進事業     ８４百万円  

災害拠点病院支援事業      ０百万円） 

災害時に重要な機能を果たす、災害拠点病院等の耐震化等の促進を図る。 

 

○ 水道施設の防災対策 （厚生労働省） 

平成２２年度概算要求額 ４５，２９６百万円の内数   

（平成２１年度当初予算額 ４６，６２４百万円の内数） 

※内閣府(沖縄)、国土交通省(北海道、離島、奄美)要求分を含む。 

災害等の緊急時における給水拠点の確保、基幹水道構造物及び管路の耐震化等に対す

る国庫補助により、災害に強い水道施設を構築する。 

 

○ 災害に強い農村づくりの推進 （農林水産省） 

平成２２年度概算要求額 １，１７３百万円の内数   

（平成２１年度当初予算額 １，５８３百万円の内数） 

大規模な地震が発生した際に甚大な被害を引きおこすおそれのあるため池について、

耐震点検を促進するとともに、耐震性の向上を図るための改修を推進し、災害の発生を

未然に防止する。 

 

○ 原子力施設等の耐震性評価技術に関する試験及び調査 （経済産業省） 

平成２２年度概算要求額 ２，１６４百万円   

（平成２１年度当初予算額 １，６７０百万円） 

国が原子炉規制法及び電気事業法に基づき行う原子力施設の耐震設計安全審査を厳正

に行うため、また、事業者が実施する新耐震設計審査指針（平成１８年９月に改訂）に

基づく耐震安全性評価（バックチェック）の結果を厳正に評価・確認するため、さらに、

原子力発電所の限界地震時の耐震安全性をわかりやすく示すため、必要な試験及び調査

を実施し、この成果を活用して、新耐震設計審査指針で求められる要件について満足し

ているか国側で評価・確認できるように評価手法を高度化する。 
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○ 原子力施設等安全解析及びコード改良整備等事業 （経済産業省） 

平成２２年度概算要求額 １，６７６百万円   

（平成２１年度当初予算額 １，９２７百万円） 

原子炉施設等の許認可申請において、また、新耐震指針に基づく既設の原子炉施設等

の耐震安全性の評価（バックチェック）において、安全解析・評価(クロスチェック解析)

を行う。 また、クロスチェック解析に適用する安全解析コード(過渡・事故事象解析コ

ード、被ばく解析コード、地震ＰＳＡコード等)を個別プラントに対応するよう改良整備

を行う。 

 

○ 防災拠点官庁施設等の耐震化 （国土交通省） 

平成２２年度概算要求額 官庁営繕費 ２１，２０６百万円の内数   

（平成２１年度当初予算額 官庁営繕費 ２２，５２４百万円の内数） 

大規模地震発生時に、官庁施設がその機能を十分に発揮できるよう、構造体のみなら

ず設備、非構造も含めた建築物全体としての総合的な耐震安全性を確保した防災拠点と

なる官庁施設等の整備を推進する。 

 

○ 住宅・建築物の耐震化の促進 （国土交通省） 

平成２２年度概算要求額 １９，０００百万円の内数   

（平成２１年度当初予算額 １９，０００百万円の内数） 

既存の住宅・建築物の最低限の安全性確保を促進するため、地方公共団体の行う耐震

改修に係る取組体制の整備に向けた事業の延長を行うとともに、密集市街地等で防火改

修を併せて行う耐震改修に対する支援の強化等を図る。 

 

○ 港湾における大規模地震対策の推進 （国土交通省） 

平成２２年度概算要求額 １９３，９８８百万円の内数   

（平成２１年度当初予算額 ２１９，５００百万円の内数） 

災害時に緊急物資等の輸送機能を確保するため、耐震強化岸壁や緑地等オープンスペ

ースの整備、臨港道路の耐震強化を推進するとともに、港湾が被災した場合にも一定の

海上輸送機能を確保できるよう、国際海上コンテナターミナル等の耐震強化を推進する。 

 

○ 廃棄物処理施設耐震化事業の推進 （環境省） 

平成２２年度概算要求額 ４７，６７９百万円の内数   

（平成２１年度当初予算額 ５３，２７２百万円の内数） 

廃棄物処理施設が地震による被害（稼働不能）を受けた場合、一般家庭のごみ処理は

もちろんのこと、災害廃棄物の処理にも支障をきたし、被災地の復旧・復興に重大な影

響を及ぼすことから、廃棄物処理施設の耐震化を支援する。 
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２ 国民運動の強力かつ戦略的な展開による国民及び地域の防災力

強化 

○ 防災週間・防災教育等意識啓発事業の実施 （内閣府） 

平成２２年度概算要求額 ５８百万円   

（平成２１年度当初予算額 ６０百万円） 

防災対策の実効性を高めるためには、国民の防災に関する高い関心を実際の行動に結

びつけることが重要であり、そのために災害に対する切迫感を持って、防災の視点を日

常生活に取り入れる取組みの強化や、 わかりやすく実践的な防災知識の提供など、国民

への災害に関する正しい知識の普及啓発活動を強力かつ戦略的に実施する。 

 

○ 防災ボランティア関連施策の充実 （内閣府） 

平成２２年度概算要求額 １９百万円   

（平成２１年度当初予算額 ２１百万円） 

防災ボランティア活動検討会や防災ボランティア活動交流等のボランティア関係者等

との意見交換・検討の場において、防災ボランティア活動における安全確保のあり方、

受入環境整備等、防災ボランティア活動の環境整備の具体化のための検討を行う。 

 

○ 災害時の避難に関する総合的対策の推進 （内閣府） 

新規 平成２２年度概算要求額 ８百万円   

平成２１年度の大雨災害を踏まえ、災害の把握、情報の伝達及び避難のあり方等に関

する課題について、総合的対策を推進するため、有識者による審議の実証的資料を得る

調査を実施する。 

 

３ 災害のフェーズに対応した的確・迅速な情報提供等による災害

被害の軽減 

○ 防災情報基盤の構築によるハザードマップの普及促進 （内閣府） 

平成２２年度概算要求額 １２百万円   

（平成２１年度当初予算額 １２百万円） 

地震ハザードマップの作成を促進するため、中央防災会議や都道府県等における地震

被害想定を基に、データ構造の分析を行い、地震被害想定のデータ仕様の試案を作成す

る。 

 

○ 防災見える化の推進 （内閣府） 

平成２２年度概算要求額 ６８百万円   
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（平成２１年度当初予算額 ７２百万円） 

自然災害のリスクに関する情報や、災害発生時の応急対応に必要なロジスティクス等

の情報を誰もが共有できる環境作りを推進するため、災害リスク情報や発災後の被害等

の情報に関する共通規格の素案の作成や、それらの情報の所在を検索し容易に入手する

ことを可能にするための仕組みの仕様の検討等を行う。 

 

○ 無線局等の監督及び検査（非常無線通信） （総務省） 

平成２２年度概算要求額 １４百万円   

（平成２１年度当初予算額 １０百万円） 

地震、台風、洪水、津波等の非常災害が発生し、又は発生する恐れがある場合におい

て、必要な通信の円滑な実施を確保するため、非常通信協議会の運営とともに、通信計

画の策定、非常通信に関する周知・啓発活動、非常通信訓練の実施等を行う。 

 

○ 地震・津波観測監視システム（第Ⅱ期） （文部科学省） 

新規 平成２２年度概算要求額 １，５１０百万円   

大規模海溝型地震についての高精度な地震発生予測を実現するとともに、地震発生直

後の地震・津波発生状況を早期検知し、緊急地震速報及び津波予測技術を高度化するた

め、地震計、水圧計等を組み込んだマルチセンサーを備えたリアルタイム観測可能な高

密度海底ネットワークシステムを、南海地震の想定震源域に敷設する。 

 

○ 活断層調査の総合的推進 （文部科学省） 

平成２２年度概算要求額 ６２０百万円   

（平成２１年度当初予算額 ６６０百万円） 

「活断層基本図」の作成や「全国地震動予測地図」の高度化を目的として、重点的調

査観測の対象とした活断層や、地震が発生した場合に社会的影響が大きい地域に存在す

る活断層、これまで調査観測されてこなかった沿岸海域の活断層等を対象とした調査観

測・研究を総合的に実施する。 

 

○ 東海・東南海・南海地震の連動性評価研究 （文部科学省） 

平成２２年度概算要求額 ５０１百万円   

（平成２１年度当初予算額 ５０１百万円） 

東海・東南海・南海地震についての時間的及び空間的な連動性評価を行うため、３つ

の地震の想定震源域における稠密広域な海底地震・津波・地殻変動観測や、シミュレー

ション研究、強震動予測、津波予測、被害想定研究等を総合的に行う。 

 

○ ひずみ集中帯の重点的調査観測・研究 （文部科学省） 

平成２２年度概算要求額 ５９６百万円   

（平成２１年度当初予算額 ５９６百万円） 
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東北日本の日本海側の地域及び日本海東縁部に存在する「ひずみ集中帯」において、

自然地震観測や海陸統合地殻構造調査等を行うことにより、ひずみ集中帯の活断層や活

褶曲等の活構造を明らかにし、地震発生メカニズムを解明するとともに、震源断層モデ

ルを構築する。 

 

○ 首都直下地震防災・減災特別プロジェクト （文部科学省） 

平成２２年度概算要求額 ７５５百万円   

（平成２１年度当初予算額 ８０９百万円） 

複雑なプレート構造の下で発生しうる首都直下地震の姿（震源域、発生可能性、揺れ

の強さ）の詳細を明らかにするため、首都圏でのプレート構造調査等による震源断層モ

デル構築を行うとともに、耐震技術の向上や地震発生直後の迅速な震災把握等のため、

実大三次元震動破壊実験施設（Ｅ-ディフェンス）を活用した震動破壊実験等を行う。 

 

○ 火山噴火予知と火山防災に関する研究の推進 （文部科学省） 

平成２２年度概算要求額 運営費交付金８，１２５百万円の内数  

（平成２１年度当初予算額 運営費交付金８，２３０百万円の内数  

＋施設整備費補助金１２１百万円） 

効果的な火山防災対策に資するため、噴火予知の精度向上のための観測・研究を推進

するとともに、火山災害の予測と噴火状況を的確に把握する技術の開発を推進する。 

 

○ 実大三次元震動破壊実験施設を利用した耐震実験研究等 （文部科学省） 

平成２２年度概算要求額 運営費交付金８，１２５百万円の内数  

（平成２１年度当初予算額 運営費交付金８，２３０百万円の内数） 

実大三次元震動破壊実験施設（Ｅ-ディフェンス）を利用した実験を行うことにより、

実大建築物・構造物の破壊に至る挙動を解明するとともに、より高性能の耐震技術や数

値シミュレーション技術の開発等を推進する。 

 

○ 災害リスク情報プラットフォームの構築 （文部科学省） 

平成２２年度概算要求額 運営費交付金８，１２５百万円の内数   

（平成２１年度当初予算額 運営費交付金８，２３０百万円の内数） 

災害発生に備え、個人や自治体が的確な防災・減災行動をとることを促すため、各機

関に散在している自然災害の情報を集約し、ハザード・リスク情報として評価するとと

もに広く提供するためのシステム「災害リスク情報プラットフォーム」の構築を推進す

る。 

 

○ 地震観測データを利用した地殻活動の評価と予測に関する研究 （文部科学

省） 

平成２２年度概算要求額 運営費交付金８，１２５百万円の内数  
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（平成２１年度当初予算額 運営費交付金８，２３０百万円の内数） 

全国約 2,000 点の基盤的地震観測網（高感度地震観測、広帯域地震観測、強震観測）

の安定的な維持・運用を継続するとともに、得られるデータを用いて、地殻活動の評価

等に関する研究や地震発生予測精度の向上を目指した研究を推進する。また、得られた

データや地殻活動の評価結果等については、防災関係者・研究者・一般国民への幅広い

提供を実施する。 

 

○ 災害監視衛星技術等の開発・利用 （文部科学省） 

平成２２年度概算要求額 運営費交付金１３４，４９３百万円の内数  

＋施設整備費補助金２７７百万円  

＋宇宙利用促進調整委託費６５０百万円  

（平成２１年度当初予算額 運営費交付金１３９，７０３百万円の内数  

＋施設整備費補助金４６１百万円） 

「だいち」による災害状況把握に関する利用実証を継続するとともに、衛星による災

害監視技術の高度化のための研究開発や、ＧＰＳを利用できない都市部や山間部等での

位置情報の取得等を可能とする準天頂高精度測位実験技術の実証等を推進し、大規模自

然災害等への自律的対応に資する。 

 

○ 電子基準点測量 （国土交通省） 

平成２２年度概算要求額 ７３２百万円   

（平成２１年度当初予算額 ９２６百万円） 

全国に約 1,200 点設置された電子基準点により日本列島の地殻変動監視を継続的に行

うとともに、地震発生時により速やかに地殻変動情報を提供するためＧＰＳ連続観測シ

ステムの高度化を実施する。 

 

○ 風水害基礎情報整備 （国土交通省） 

平成２２年度概算要求額 ５３百万円   

（平成２１年度当初予算額 ６４百万円） 

大規模な豪雨災害が懸念される地域、主要な平野及び地形改変が著しい三大都市圏域

について、地形分類等の情報を電子国土基本図上にまとめた土地条件図の整備・更新を

行い、主にインターネットを利用して情報の提供を行う。 

 

○ 次世代予報スーパーコンピュータシステムの整備 （気象庁） 

新規 平成２２年度概算要求額 ５４百万円   

計算能力を飛躍的に向上させたスーパーコンピュータシステムを平成 22、23 年度の２

年間で整備する。これにより、高精度・高分解能化した数値予測を実施して、近年多発

している局地的大雨（いわゆるゲリラ豪雨）等による新たな災害の防止・軽減に資する

防災気象情報の高度化を図るとともに、台風や急速に発達する低気圧による災害に対し
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防災関係機関のより早期かつ適切な防災活動を支援しうる防災気象情報の提供を行い、

気象災害の防止等に資する。 

 

○ 緊急地震速報等の高度化 （気象庁） 

新規 平成２２年度概算要求額 ３９６百万円   

地震・津波による被害を軽減するため、大深度地震計を活用し、首都直下地震に対応

した緊急地震速報の高度化を図るとともに、巨大津波を引き起こす長周期地震監視体制

の整備を図る。 

 

４ 災害に強い防災基盤の整備 

○ 中央防災無線網の整備等 （内閣府） 

平成２２年度概算要求額 １，７４２百万円   

（平成２１年度当初予算額 １，９８６百万円） 

災害時における政府専用の情報通信網である中央防災無線網の適切な管理・運用、首

都直下地震等の大規模災害時における業務継続のための災害対策本部予備施設の防災情

報共有機能や通信バックアップ機能の強化など、中央防災無線網の整備等を推進する。 

 

○ 災害に強い地域づくりの推進 （内閣府） 

平成２２年度概算要求額 ３７２百万円   

（平成２１年度当初予算額 ３９２百万円） 

地震災害時に情報収集や対策指示等の応急対策活動を行うための総合監理機能又は津

波発生時に周辺住民が避難するための津波避難機能のいずれかを有する施設の整備を支

援することにより、地震災害に対する地域の安全性の向上を図る。 

必要な施設を必要な箇所へ整備するため、防災教育施設及び備蓄施設は任意に整備す

ることができるものとするとともに、総合監理施設における規模要件及び箇所数の制限

に関する見直し等を行う。 

 

○ 消防防災施設の整備 （消防庁） 

平成２２年度概算要求額 ３，０６６百万円   

（平成２１年度当初予算額 ３，１６１百万円） 

地震等の大規模災害や特殊災害、増加する救急需要等に適切に対応し、住民生活の安

心・安全を確保するため、市町村等における耐震性貯水槽等の消防防災施設の整備に要

する経費の一部を補助する。 

 

○ 地球温暖化等に伴う災害リスクの増大に対する高潮、侵食対策等の推進 （農

林水産省・国土交通省） 

平成２２年度概算要求額 ５７，２７６百万円の内数   
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（平成２１年度当初予算額 ６４，５９２百万円の内数） 

地球温暖化への緊急的な適応策としての高潮・高波対策等を推進する。この他、既存

事業を活用し、大規模地震の発生が危惧される地域やゼロメートル地帯等における海岸

堤防等の耐震対策、老朽化等で機能が確保されていない海岸保全施設の機能強化等喫緊

の課題に対応する。 

 

○ 災害に強い農村づくりの推進 （農林水産省） 

平成２２年度概算要求額 ２，０９９百万円   

（平成２１年度当初予算額   ２２０百万円） 

急峻な地形や特殊土壌等の要因により、ひとたび豪雨等に見舞われると、甚大な被害

が発生する可能性の高い中山間地域等を事業の対象地域に加えるとともに、地域住民の

参画による防災に関する取組みへの支援の追加など農村地域の防災・減災対策を強化す

る。 

 

○ 治山施設の設置等による山地災害対策の推進 （林野庁） 

平成２２年度概算要求額 ８４，０１７百万円   

（平成２１年度当初予算額 ９９，１９０百万円） 

集中豪雨や地震等、自然災害に起因する山地災害を防止し、また、これによる被害を

最小限にとどめるための治山施設や土留等の設置を推進する。  

 

○ 地震災害時の避難地、防災拠点等となる都市公園の整備 （国土交通省） 

平成２２年度概算要求額 ２７，７９５百万円の内数   

（平成２１年度当初予算額 ２７，６５７百万円の内数） 

都市の防災機能の向上により安全で安心できる都市づくりを実現するため、災害時に

避難地・防災拠点等となる都市公園の緊急的な整備を推進する。 

 

○ 頻発するゲリラ豪雨等への緊急的対応 （国土交通省） 

平成２２年度概算要求額 ８１８，４３２百万円の内数   

（平成２１年度当初予算額 ８３０，８６７百万円の内数） 

頻発するゲリラ豪雨等への緊急的対応のため、既存ストックの徹底的な有効活用を含

め、ハード・ソフト両面からの治水対策の推進を図るとともに、地球温暖化に伴う気候

変動を見据えた適応策を推進する。 

 

○ 緊急輸送道路の橋梁の耐震補強の実施 （国土交通省） 

平成２２年度概算要求額 １，５１９，８９８百万円※の内数  

（平成２１年度当初予算額 １，７４６，６３６百万円 の内数） 

大規模な地震の発生時において、橋梁の落橋・倒壊や重大な損傷を防止し、緊急輸送

道路の通行を確保するため、橋脚の補強等の耐震対策を実施する。 
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※ この他に、活力交付金（国費７，５２０億円）があり、地方の要望に応じて道路整

備に充てることができる。 

 

５ 近い将来発生する可能性のある大規模災害に対する備え 

○ 民間と市場の力を活かした安全な地域づくり （内閣府） 

平成２２年度概算要求額 ３７百万円   

（平成２１年度当初予算額 ３６百万円） 

中央防災会議専門調査会報告書の具体化のために、ＢＣＰ（事業継続計画）策定の推

進に向けた市場条件整備、地域・企業における防災への取組の推進策、事業者と地域住

民の力を活かした防災力向上策について検討する。 

 

○ 首都直下地震対策の推進 （内閣府） 

平成２２年度概算要求額 ６２百万円   

（平成２１年度当初予算額 ６８百万円） 

首都直下地震時には、膨大な数の避難者及び帰宅困難者の発生が見込まれており、被

害の軽減のための対策の具体化に向けた検討を推進する。また、応急活動の円滑な実施

や市民生活の安定のために、膨大な震災廃棄物の処理対策、公的機関における業務実施

体制の強化に係る検討を推進する。 

 

○ 東海地震対策の推進 （内閣府） 

平成２２年度概算要求額 ９百万円   

（平成２１年度当初予算額 ９百万円） 

静岡空港の開港、道路交通網の整備、ＤＭＡＴの充実強化等の最近の状況変化を踏ま

えて、東海地震の応急対策活動要領に基づく具体計画（平成 16 年６月策定、平成 18 年

４月修正）について、内容の点検・見直し、空港を活用した輸送体制のあり方の検討等

を行う。 

 

○ 東南海・南海地震対策の推進 （内閣府） 

平成２２年度概算要求額 ２０百万円   

（平成２１年度当初予算額 ２０百万円） 

東南海地震、南海地震が時間差発生した場合、後発地震発生が想定される地域に対し

て、被害を最小限に抑えるための緊急予防対策が必要である。また、後発地震発生に備

えて、国が行う応急対策活動の準備体制の検討が必要となる。そこで、後発地震発生に

備えた国の応急対策活動の準備体制の検討を行う。 

 

○ 中部圏・近畿圏直下地震対策の推進 （内閣府） 

平成２２年度概算要求額 ２９百万円   
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（平成２１年度当初予算額 ２７百万円） 

中部圏・近畿圏直下地震発生時の被害想定結果や、地震防災対策のマスタープランで

ある「中部圏・近畿圏直下地震対策大綱」等をもとに、中部圏・近畿圏直下地震発生時

の、救助・救急、医療活動、消火活動、輸送活動等に必要な人員、物資、活動拠点等の

需要量の検討を行う。 

 

○ 火山災害対策の推進 （内閣府） 

平成２２年度概算要求額 １６百万円   

（平成２１年度当初予算額 １６百万円） 

火山噴火に対する住民等の避難体制の構築を推進するため、地方公共団体等が噴火警

戒レベル等に対応した火山防災マップや避難計画を策定するに当たって検討すべき具体

的項目や留意点等を検討する。 

 

○ 大規模水害対策の推進 （内閣府） 

平成２２年度概算要求額 ５３百万円   

（平成２１年度当初予算額 ５５百万円） 

大規模水害の効果的かつ効率的な被害軽減対策を講じるため、中央防災会議「大規模

水害対策に関する専門調査会」での検討を踏まえ、首都圏で大規模水害が発生するおそ

れのある場合あるいは発生した場合に、関係機関が行うべき応急対策活動を検討する。 

 

○ 中山間地等の孤立集落対策の推進 （内閣府） 

平成２２年度概算要求額 ２８百万円   

（平成２１年度当初予算額 ２５百万円） 

中山間地を含む地方都市を中心として発生している近年の比較的大きな地震への防災

対策を通じて得られた知見や課題等を踏まえ、孤立集落対策等の地方都市における地震

防災対策を推進する。 

 

○ ＭＰレーダを用いた土砂・風水害の発生予測に関する研究の推進 （文部科学

省） 

平成２２年度概算要求額 運営費交付金８，１２５百万円の内数  

（平成２１年度当初予算額 運営費交付金８，２３０百万円の内数） 

都市部での局地的豪雨による被害を軽減するため、マルチパラメータレーダ（ＭＰレ

ーダ）等による観測データを利用した１時間先の降雨予測精度の飛躍的な向上を図ると

ともに、実時間浸水被害危険度予測システム及び土砂災害発生予測支援システムの高度

化を推進する。 

 

○ 下水道による都市浸水対策の推進 （国土交通省） 

平成２２年度概算要求額 ５６１，５９９百万円の内数   
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（平成２１年度当初予算額 ６３２，７７２百万円の内数） 

一定規模の浸水実績があるなど浸水対策の必要性が高い地域において、浸水被害の軽

減に向けて、地方公共団体、関係住民等が一体となって、貯留浸透施設等の流出抑制対

策に加えて、被災を想定した内水ハザードマップの公表、機動的な対応の強化等の総合

的な浸水対策を推進する。 

 

○ 下水道による地震対策の推進 （国土交通省） 

平成２２年度概算要求額 ５６１，５９９百万円の内数   

（平成２１年度当初予算額 ６３２，７７２百万円の内数） 

県庁所在地など地震対策の必要性が高い地域において、重要な下水道施設の耐震化を

図る「防災」、被災を想定して被害の最小化を図る「減災」を組み合わせた総合的な地震

対策を推進する。 

 

○ 大規模災害等への危機管理対応力の強化 （国土交通省） 

平成２２年度概算要求額 ８１８，４３２百万円の内数   

（平成２１年度当初予算額 ８３０，８６７百万円の内数） 

大規模地震や火山噴火に伴う土砂災害、大河川の氾濫等の災害発生時に迅速な緊急的

対応を実施するため、危機管理体制の充実・強化等を図るとともに、事前・事後対策の

充実を図る。 

 

○ 空港の耐震化 （国土交通省） 

平成２２年度概算要求額 ５，２９４百万円   

（平成２１年度当初予算額 ７，７２３百万円） 

地震災害時に、空港が災害復旧支援、航空ネットワークの維持、背後圏の経済活動の

継続性確保など様々な役割を果たすことができるよう、基本施設等の耐震性の向上を推

進する。 

 

○ 近畿圏における基幹的広域防災拠点の整備 （国土交通省） 

平成２２年度概算要求額 １９３，９８８百万円の内数  

  ＋港湾広域防災拠点支援施設の整備３２０百万円  

（平成２１年度当初予算額 ２１９，５００百万円の内数  

＋港湾広域防災拠点支援施設の整備１０百万円） 

東南海・南海地震や近畿圏の内陸直下型地震等の大規模災害に対応するため、堺泉北

港堺２区において基幹的広域防災拠点の整備を推進する。 

 

６ 災害時に敏速に対処するための応急対応力の強化 

○ 防災に関する人材育成・活用 （内閣府） 
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平成２２年度概算要求額 ８百万円   

（平成２１年度当初予算額 ８百万円） 

国家公務員防災担当職員合同研修を年１回実施するとともに、平成 22 年度に起きた災

害への対応の記録・教訓等をまとめた災害対応テキストを作成する。 

 

○ 災害応急対策業務の実践的対応能力の向上 （内閣府） 

平成２２年度概算要求額 １０百万円   

（平成２１年度当初予算額  ９百万円） 

大規模災害発生時に迅速かつ的確な災害応急対応を行うため、政府本部と都道府県・

市町村との役割分担や情報処理手続等のうち、都道府県の受援に係る計画（受援計画（仮

称））など、特に連携が必要な事項について調査・整理する。さらに、その結果を踏まえ、

政府本部のあり方について検討し、その結果を取りまとめる。 

 

○ ヘリコプター関係航空機購入費 （警察庁） 

平成２２年度概算要求額 ４，６０１百万円   

（平成２１年度当初予算額 ２，３０４百万円） 

ヘリコプターの持つ機動性、高視界性を生かし、災害、事件事故発生時の迅速、的確

な実態把握に多角的な運用を図るため、平成２１年度当初予算において認められた中型

ヘリコプター１機の整備（継続分）を引き続き行うとともに、小型双発ヘリコプター４

機及び中型ヘリコプター１機を整備する。 

 

○ 災害対策用移動通信機器の配備 （総務省） 

平成２２年度概算要求額 １７百万円   

（平成２１年度当初予算額 １７百万円） 

地震等の非常災害時において、地方公共団体及び災害復旧関係者に対して、移動通信

機器を無償貸与し、初動期の被災情報の収集伝達から応急復旧活動の迅速・円滑な遂行

を行うために必要で不可欠な通信の確保を図る。 

 

○ 緊急消防援助隊の充実強化 （消防庁） 

平成２２年度概算要求額 ５，００１百万円   

（平成２１年度当初予算額 ５，００１百万円） 

東海地震、東南海・南海地震及び首都直下地震等の大規模災害への対応力を国として

強化するため、緊急消防援助隊を計画的に増強整備し、より効果的な活動体制を構築す

るために消防用車両等設備の充実強化を図る。 

 

○ 原子力発電施設緊急時対策技術等（交付金） （経済産業省） 

平成２２年度概算要求額 ３，２２７百万円   

（平成２１年度当初予算額 ３，７７７百万円） 
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国において原子力災害対策特別措置法に基づき、原子力総合防災訓練を地方自治体等

において定期的に実施しているところ、これらに対する支援及び研修等を行う。また、

緊急事態応急対策拠点施設の維持管理を行うほか、火災防護対策の高度化のために火災

影響評価手法を整備する。 

 

○ 原子力発電施設等緊急時安全対策交付金 （経済産業省） 

平成２２年度概算要求額 ２，３１７百万円   

（平成２１年度当初予算額 ３，０１８百万円） 

万が一の原子力発電施設等の緊急事態における地方自治体の防災体制の強化を図るた

め、原子力発電施設等立地道府県等に対し、原子力防災に係る交付金を交付する。 

 

○ 原子力発電施設等緊急時対策技術等委託費 （経済産業省） 

平成２２年度概算要求額 ６１百万円   

（平成２１年度当初予算額 ６１百万円） 

ＪＣＯ事故が契機となり、原子力災害対策特別措置法の施行等、原子力防災体制が抜

本的に強化されているところ。この実効性向上のため、国・地方自治体・原子力事業者

等が連携した防災対策の確立を図るための研修により、人的基盤を強化するとともに、

防災体制に関する調査により体制の充実を図る。 

 

○ 港湾における広域災害に対する応急対応力の強化 （国土交通省） 

平成２２年度概算要求額 ８４百万円   

（平成２１年度当初予算額 ８５百万円） 

川崎港東扇島地区基幹的広域防災拠点において、首都直下地震等の大規模災害発生時、

国による緊急物資の輸送活動の支援や応急復旧活動が円滑に実施できるよう訓練を実施

する。また、堺泉北港堺２区基幹的広域防災拠点において、大規模災害発生時に基幹的

広域防災拠点の機能を発揮するための計画（ＢＣＰ）を策定する。さらに、地方の港湾

において広域的な災害応急対策活動を円滑に行うため、港湾関係者による広域連携体制

の構築を図る。 

 

○ 環境・海上防災対策の充実強化 （海上保安庁） 

平成２２年度概算要求額 １０６百万円   

（平成２１年度当初予算額 １０８百万円） 

最近における海洋災害の現状及び社会的要請にかんがみ、現場における防災活動を実

施するための体制の維持・強化を図るとともに、「海洋汚染等及び海上災害の防止に関す

る法律」の円滑な励行を期するため、有害危険物質（ＨＮＳ）に係る防除資器材の整備

等を実施し、海洋汚染物質排出事故への対応体制の強化を図る。 

 

○ 情報収集・伝達態勢の整備 （防衛省） 
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平成２２年度概算要求額 １６，２１１百万円   

（平成２１年度当初予算額 １３，８０２百万円） 

被害情報等の迅速な収集を行うために、野外無線機、ヘリコプター映像伝送装置等を

整備する。 

 

○ 人員・物資輸送態勢の整備 （防衛省） 

平成２２年度概算要求額 ４０，２１２百万円   

（平成２１年度当初予算額 ３３，２３２百万円） 

避難住民、負傷者、資器材等の輸送を行うために、輸送用ヘリコプター等を整備する。 

 

７ 被災地の状況に応じた復旧・復興支援 

○ 災害等廃棄物処理事業の支援 （環境省） 

 平成２２年度概算要求額 ２００百万円  

      （平成２１年度当初予算額 ２００百万円） 

市町村が実施した災害等廃棄物の収集・運搬・処分に係る事業に対し補助する。 

 

８ 国際防災協力の推進 

○ 国際連合国際防災戦略の活動支援 （内閣府・外務省） 

平成２２年度概算要求額 ８５百万円（外務省）  

  （平成２１年度当初予算額 ８８百万円（外務省）） 

国連防災世界会議（2005 年 1 月）で採択した「兵庫行動枠組」（2015 年までの国連の

防災活動指針）の実施促進を担う国連国際防災戦略（ＵＮＩＳＤＲ）の活動を支援する。 

 

 平成２２年度概算要求額 ２８百万円（内閣府）  

  （平成２１年度当初予算額 ２８百万円（内閣府）） 

国連国際防災戦略（ＵＮＩＳＤＲ）事務局による「兵庫行動枠組」の中間レビュー等

を支援することにより、各国における災害対応能力の向上を通じた災害被害の軽減を図

る。 

 

○ アジア防災センターを通じたアジア地域における防災協力の推進 （内閣府） 

 平成２２年度概算要求額 ９１百万円  

      （平成２１年度当初予算額 ９１百万円） 

アジア防災センターが行う情報収集･提供、人材育成、「兵庫行動枠組」の進捗状況評

価等の活動を通じて、アジア地域における各国の防災能力の向上を図り、域内の災害被

害軽減を図る。 
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○ 政府間の防災協力推進 （内閣府） 

 平成２２年度概算要求額 ３３百万円  

      （平成２１年度当初予算額 ３３百万円） 

アジア各国等の要望を踏まえ、我が国における防災施策のストックを各国に移転する

とともに、日中韓３カ国の防災協力を強化するため、情報共有等を推進する。 

 

○ ＡＳＥＡＮ+3 関係諸費 （ＡＳＥＡＮ+3 防災に関する国際シンポジウム・研修等

事業費） （外務省） 

 新規 平成２２年度概算要求額 ４百万円  

ＡＳＥＡＮ＋３（日中韓）協力の一環として、防災分野でイニシアチブを取ることを

検討しており、同イニシアチブの一つとして、都市防災をテーマに国際シンポジウムを

開催し、大学等の研究機関を招聘し、専門家のネットワーク構築を目指す。 

 

○ 災害援助協力（ＪＩＣＡ技術協力） （外務省） 

 平成２２年度概算要求額 １５０，８７０百万円の内数  

      （平成２１年度当初予算額     ８８０百万円   ） 

気候変動に起因すると思われる大型化した台風等（ハリケーン、サイクロン）及び寒

波、熱波、豪雪等の災害の増加に備え、我が国の防災・被災支援に関する知見を活用し、

国際緊急援助体制を増強する。 

 

 


